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鯵 アカデミーについて(第６７号より続く)－東南アジアの工学アカデミー－

前報(1999年４月、No.６７)で東アジアの工学

アカデミーについて報告したが、現在東アジア

で工学アカデミー又はこれに相当するアカデミ

ーが設立されているのは、日本のほか前報にあ

る中国、韓国、インド、モンゴルの４カ国及び

地域としての香港だけであって、東南アジアの

各国(一応ASEAN加盟１０カ国と考えることにし

たい）では工学アカデミーと称している団体は

なく、科学又は科学技術アカデミーと名乗って

いる組織が存在するのがインドネシア、マレー

シア、フィリピン、シンガポール、タイの５カ

国であり、ベトナムの国家自然科学技術センタ

ーは政府組織の一部であるが、旧共産圏諸国の

科学アカデミーに準じた活動を行っている。

ASEAN諸国のうちこれら６カ国以外のブルネ

イ、カンボジア、ラオス、ミャンマーの４カ国

におけるアカデミー又は類似団体の情報は入手

していない。

世界の科学アカデミーは1995年以来全米工学

アカデミー（NationalAcademyofEngineering）

及び医学協会(InstituteofMedicine）と共に米国

のアカデミー連合体の中核となっている全米科

学アカデミー(NationalAcademyofSciences)の

首唱 でインターアカデミーパネル

(InterAcademyPaneLIAP）と呼ばれる組織を作

っており、我が国からは日本学術会議がそのメ

ンバーとなっている。このメンバーの巾にも上

記のブルネイ、カンボジア、ラオス、ミャンマ

ーの４カ国は入っていない。参考までに付記す

ると、工学アカデミーのある国々及び上記のア
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セアン諸国以外の東アジア（一応インド以東と

考える）諸国でIAPのメンバーリストに入って

いる国々にはバングラデシュ、朝鮮民主主義人

民共和国、ネパール、スリランカの各国がある。

本稿では、以下ASEANのIAPメンバー諸国の

アカデミーの現状、特に工学分野の組織化の状

況について判明していることを中心に紹介した

い。

インドネシア

インドネシアはインドネシア科学アカデミー

(IndonesianAcademyofSciences）を立法化で設

立した経緯もあり、政府機関の一部といえる。

UNESCOのexecutiveboardのViceChairmanも兼

ねるMakaminanMakagiansar博士がインドネシ

ア科学アカデミー会長であるが、最近経済的に

立ち直りかけ、活動も活発化し始めた状態であ

るが、工学よりというより、政府系かつ全学術

アカデミーの色彩が強い。会長のMakagiallsar
博士自身ももともと国際関係論専攻の学者から

外交官、政治家に進んだ人で科学アカデミーも

昔の日本の帝国学士院の様な存在と推測され

る。日本工学アカデミーがインドネシアとの国

際交流を行う適当な相手先は未だ特定されてい

ない。

マレーシア

マレーシアではマレーシア科学アカデミー

(AcademyofSciencesMaIaysia)が1995年に設立
されたが、その創立記念式典には日本工学アカ
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フィリピン

アカデミーとしては科学技術アカデミー

(TheNationalAcademyofScienceandTechnology，

Philippines)があり、会長のConradoSDayrit博

士(医学）を中心に、会員（定員)５０名で、社会

科学関係者も含めている組織である。社会科学

の勢力が比較的強いアカデミーで､企業関係者、

工学関係(彼らの定義）は殆どいない。科学技

術庁の中にあり政府の付属機関といえる。会員

自体はフィリピンの超エリート集ljlであり、社

会的影響力が強いアカデミーである。なお、技

術面では、医学関係者の勢力が強く、次に農業

関係。農業関係では、バイオに力を注いでいる

(米の増産、パパイヤ等の品種改良)。

科学の分野では、フィリピンでの研究沼動は

できず、アメリカで研究活動をしている傾lfilが

ある。これは、マルコス政権時代に、留学生は

アメリカからの帰国が許されなかった事情も)又

映しているとのことで、近年、母国に帰国人材

も増えつつあり、基礎科学分野のアカデミー人

材も増えてくるものと思われる。

活動としては特に顕彰、表彰に力を入れてお

り、最も重要な事業として、我が国の文化勲章

に相当する国家科学者（人文科･学も含む）の選

考報告が年報の巻頭を飾っている。

シンガポール

シンガポールには科学アカデミー（National

AcademyofScience)がある。限られた情報では

あるが、このアカデミーはインドの場合同様

(No.67参照)工学分野には積極的でない由で、

シンガポール大学Hang副学長(兼科学技術会議

副議長）によると、工学アカデミーの設立のた

めの事前調査を進めているとのことで、

ASEAN諸国内での初めての独立した工学アカ

デミーが設立される可能性が強い。また、この

科学アカデミーは後述のASEAN-CASEに加入

していないが、その理由についてはよくわから

ない。 鐸早熟

タイ

タイにはもともとタイ科学会(ScienceSociety

ofThailand)があって科学に関連した国際活動

の窓１１になっていたが、1997年になって学会で

はないアカデミーが必要との考え方からタイ科

学技術アカデミー(ThailandAcademyofScience

andTechnology)が設立された。更に聞くとこ

ろによると、昨1998年にはその内部に工学部門

をまとめる組織が出来た由であるが、未だその

詳細は伝えられていない。オーストラリアの技

術科学(工学）アカデミー（CAETSのメンバー）

関係者によれば、タイがASEAN諸国中CAETS

への加盟資格の出来る工学アカデミーの第１号

になるかもしれないとのことである｡

デミーにも招待があり、中原副会長（国際委員

長）が会を代表して出席した。其後の文通、先

方幹部と日本工学アカデミー関係者との度重な

る接触で、東南アジアの中では最もよく状況が

わかっている。政府の影響力は他の諸国同様大

きく、マハテイール首相の政策を全面的に支持

している。メンバーは約60人で、理学、工学、

農学、医学がほぼ４分の１ずつの感じである。

事務の運営レベルがほぼ先進国に準じ、組j織力

に長けているので後述のASEAN-CASEのリー

ダーになっている。基本的な考え方は科学技術

は一括して考えるべきであり、工学や技術の関

係者をアカデミーの中で部会等として組織化す

る気持ちは今のところない様である。

会長のOmarAbdulRahman博士は獣医である。

事業の企画運営を担当しているＬｅｅＹｅｅＣｈｅｏｎｇ

博士は中国系の電気工学者であるが、最近専務

理事から副会長に昇格した。同氏はCAETSの

総会にはゲストとして殆ど皆出席でCAETS関

係者の間に知己が多く、他のアカデミーの活動

にも詳しい。

へ
’

ベトナム

ベトナムには科学アカデミーと呼ばれる組織

はない。従って前述のIAPのメンバーリストに

も入っていない。ただ、ＡＳＥＡＮ－ＣＡＳＥではベ

トナムの|ﾖﾐ|家自然科学技術センター（National

CenterfbrNaturalScienceandTecImoiogy）を科学
アカデミー類似組織としてメンバーに加えてい

る。これは政府の研究開発組.織そのもので、そ

の職員数2342名、教授数304名、博士569名と称

している。その長(英文名でPresident)のNguen

vanHieu博士は大臣級の処遇をうけており、レ

ーニン科学技術賞の受賞者でロシア科学アカデ

ミーの会員でもある。体制的には旧共産圏の体
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制をそのまま引き継いだ、いわゆる旧ソ連スタ

イルのアカデミーといえる。

ＡＳＥＡＮ‐ＣＡＳＥ

ＡＳＥＡＮＡｃａｄｅｍｉｅｓｏｆＳｃｉｅｎｃｅ，Engineeringand

TechnologyandSimilarNationalOrganizationsの

略称であり、正式名にｃで始まる単語は入って

いないが設立の初期段階でこの略号が使われ、

呼びやすいため現在でも用いられている。

ASEANの科学技術に関係したアカデミーの

連合体を組織化するきっかけは1996年春にオー

ストラリアの技術科学（工学）アカデミーから

のAPEC-CASEを作ったらどうかとの呼びかけ

に遡る。オーストラリア政府は東南アジアの科

学技術界における影響力を拡大するために各種

の努力をしているが、その一環として、科学ア

カデミー及び技術科学(工学）アカデミーに委

託して実施している科学、技術関係の各種の援

助がある。その活動を組織する媒体としては、

APECが、東南アジア諸国とオーストラリアの

双方をメンバーとしているので便利で使いやす

いこともあり、APEC特にその産業科学技術Ｗ

Ｇの場を積極的に利用している。1996年の提案

は欧州諸国の工学アカデミー等がＥＵのスター

トを機にEuro-CASE（EuropeanCoullcilof

AcademiiesofScienceandEngineering）を結成し

たのにならいAPEC-CASEを作らないかという

ものであった。

この提案に対しマレーシアの科学アカデミー

をリーダーとするＡＳＥＡＮの関係者はＥＵと

ＡＰＥＣの法制上の違い、連合体を作るなら

ASEANで、などの考え方から、APECで連合体

を作るよりＡＳＥＡＮでまとまるのが先決と

ASEAN-CASE結成の方向に進みだしたもので

ある（日本工学アカデミーは|弧I際委員会の判断

でオーストラリアの招請には乗らず、ＡＳＥＡＮ

諸国の方針を支持した)。ASEAN各国の支持を

得たマレーシアの科学アカデミーは1997～1998

年にかけてASEAN内での組織化に動き、1998

年に至り非常徐に長い名前になった略称ASEAN‐

ＣＡＳＥのインドネシア、マレーシア、フィリピ

ン、タイ、ベトナムの５カ国の組織による設立

に漕ぎ着けたものである。このプロセスで名称

からＣｏｕｎｃｉｌの語が消えたようであるが、

ＡＳＥＡＮ－ＣＡＳＥが考えている活動の中には

ASEANの複数国に関連するプロジェクトの企

画や評価の受託の様な実務的業務が入っている

ので、Councilをその名称に入れるのは適当で

はないかもしれない｡

ま と め

以上ＡＳＥＡＮ諸国の科学・技術に関係したア

カデミー等の現状を簡単に紹介したが、東南ア

ジア諸国では科学・技術といっても基礎科学、

医学、農林業などの分野の人材がアカデミーの

主力となっており、日本工学アカデミーの主な

分野である工学分野については最近になってマ

レーシア、シンガポール、タイなどでリーダー

シップ的な人材の活躍が始まってきている。’－１

本工学アカデミーでは国際委員会を通じて東ア

ジア諸国の技術者のリーダーシップとの交流の

方策を検討しているが、工学アカデミーレベル

での交流の基礎ができてきた中韓両国に加え当

面はＡＳＥＡＮ諸国での工学アカデミー設立や科

学(技術）アカデミー内での工学部会等協力相

手先の組織化を支援することになっている。

なお、アジアの科学アカデミーの組織化につ

いては、Ｆ１本学術会議の提案であるアジア学術

会議(ScienceCouncilofAsia)が実現の方向に向

かい2001年にタイで第１回の総会開催の方向で

進んでいるのに対-し、オーストラリアは未だ

APECベースでの組織化をあきらめず、ニュー

ジーランドを巻き込んでAPECの会合の席での

巻き返しを図っている様であり、注意を要する。

(編集担当注）

著者の一人の京藤倫久氏は中原恒雄|玉l際委員

長のアシスタントとしてアカデミーの国際活動

を支援して頂いているボランティアの方で、現

在は賛助会員でもある住友電気エ業株式会社経

営企画部主幹である。調査の御努力と寄稿に感

謝申し上げます。
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化する仕掛の重要性。具加藤邦紘会員

体的には、情報資源の「生産能力向上」のため、

教育・研究などの環境整備や生産工程の支援。

｢流通促進」のための情報価値課金。歴史保存

やゴミ化しない「保管」法など。

２．活力ある情報資源社会の産業構造を規定す

る「競争ルール」作りの必要性。具体的には、

著作権保護を後からでも容易とする保護法や運

用法、資源価値の一物多価化など。

３．健全な情報資源社会の社会構造を規定する

｢分配ルール」作りの必要性。具体的には、暗

号アルゴリズムなどは公共財とすべき情報資源

であることなど。

講演後、情報資源１illi値の基準、情報資源社会

の負の側面、企業活力の向上施策などについて

大変活発な議論が行われた。

‘．，園?｝

第１０７回談話サロン ｢I盾報資源･マルチメディア社会の将来に向けて」
１ 画 ト ｌ ｌ － Ｉ ｉ ■函■８

７ﾉＭ７‘9AJ7~Yフ南藤孝文／ZAKAF

日時：1999年７月14日（水）

場所：弘済会館

講師：加藤邦紘氏

日本禰信電話(株）

取締役・サイバーｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ総合研究所所長

（社）日本工学アカデミー

情報専|:''1部会剛部会長・ＷＧ主査

種別のレンジの広さなど

の考察があった。

これを背景に、マルチ

メディア技術を活かし

｢情報を資源化」して豊か

になる循環型社会に向け

て以下の提言があった。

１．新たな「社会・産業

の米｜である情報を資源

第１０８回談話サロン「中国の持続可能な発展のフレームワーク」

第107回談話サロンでは情報専門部会情報資

源．マルチメディア研究開発体制研究専門ＷＧ

主査の加藤邦紘氏より、標記演題の講演を伺っ

た。

地球環境破壊やゴミ・エネルギー問題などを

招いた物質文明社会から循環型社会への移行に

は情報の活かし方が重要である。これに応える

べき情報通信を取り巻く環境として、

(1)ハードウェア技術は今後も10年で３桁程度

の成長が期待できること。

(2)個人が接する情報量は今後も急速な増加が

予想されること。

(3)これに対し、情報を利用し活かす人間の情

報受容量の増加は期待できないこと。

などの指摘があった。

一方、情報資源の特殊性については、排他性

の弱い情報資源と他資源との差異や、情報資源

鯵

■皿■ロ８
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鯵
日時：1999年９ノｊ６日（月）

場所：弘済会館

講師：縦福全氏

（国際連合大学高等研究所副所長）

１画ｉＩＤ‐‐

羅福全氏は、主として米国で研究生活を送

ってきた経済分析の専門家であるが、台湾出身

西松裕一／ymcH7

であるため、流暢な日本語で講演された。この

講演は、東京渋谷にある左記研究所が、中国の

複数の研究機関と協力しておこなった１カ年に

わたる調査研究活動の成果の概要について述べ

たものである。

まず中岡の人｜｜、経済成長率等の現状につい

て述べた後、「持続的発展｜とは、人工的財貨

EAJNEWSNo､7()Ｉリリ9.104
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(いわゆる社会資本だけでなく、工場、機械設

備等も含む)、自然環境（大気、森林、河川だ

けでなく、エネルギー・鉱物資源等も含む）及

び人的資源(技術、教育水準、労働意欲等も含

む）の３者が調和して、そのいずれもが劣化せ

ずに発展し後代に継承される事である、という

定義が示された。

このような意味での「持続的発展」を実現す

るために、中国では今後何をなすべきかが、中

国経済の最近の動向に関する統計数値に基づい

て、多方面から考察された。

中国では、現在エネルギー消費量の増大に伴

う大気汚染だけでなく、水資源においても深刻

な問題が発生しつつあるが、その解決のために

は、廃ガスの処理や下水道整備など、狭義の環

境対策だけでなく、石炭の燃焼技術の改善や水

資源の浪費防止など、技術の役割が大きいこと

が強調された。また、人１１問題と関連して食糧、

特に穀物の需給問題が深刻になることが指摘さ

れた。それは、工業化、都市化に伴う耕地の減

少の他、食肉需要の増加が、一人あたりの穀物

鯵 広報委員会活動に寄せて

広報委員会の役割は、本会の目的を達成する

ために、必要な情報を会員に伝えるとともに、

本会の活動を対外的に報せ、円滑な事業展開に

資するところにある。こうして現在、１０数名の

委員によって構成されている委員会は、年６回

発刊されるEAJＮＥＷＳや談話サロンの記録など

を中心としたEAJInfOrmationの企画、刊行など

を主業務として、隔月に開催されている。この

ような広報委員会活動の意義は一見、自明のよ

うであるが、改めて省みると、他の委員会、部

会などと異なり、必ずしもアカデミックでクリ

エイティヴな課題を扱っているわけでもなく、

どちらかと言えば、定常的業務に近く、研究畑

に育った多くの会員各位の十分な関心は得られ

ていないのが実情である。

元来、法人における広報は、その団体として

消費を飛躍的に増加させ

るからである。更に、経

済発展に伴って人Ｌｉの都

市集中が急速に進むこと

が、交通渋滞やそれに伴

うエネルギーの無駄遣い、

さらには大気．河川の汚

染を一層深刻にしている

ことが述べられた。

Ｚ

最後に、このような困羅福全氏
難は、必ずしも中国だけではなくインド、イン

ドネシア等、開発途上の大国には、ほぼ共通し

て存在することが指摘された。

講演後の質問においても指摘されたように、

根拠となる統計数値に多少の疑問があるもの

の、本講演は中国の現状と今後の経済発展の目

標について、多くの重要な指摘と具体的な説明

があって、きわめて啓発的な内容であった。ま

た、工学アカデミーの会員を対象とした講演で

あったせいもあろうが、技術の重要性を強調さ

れたのは、心強いかぎりであった。

広報委員会委員長太田利彦

■■画皿■■回■

／TOS研"派００７]４

の公式な意思表明を意味し、個人で言えば口に

相当する機能である。人が何かを表現するため

に、発言するのと同様に、法人の場合も何か訴

求すべきものがあって、初めて広報が必要とさ

れる。内容が乏しいまま、鏡舌な人が、余り尊

敬されないように、ただ事務的な報告に終始す

るような広報では、余り意味はない。広報の意

義を巡って、しばしば広報委員会で問題になる

のが、広報の非対称性である。一方的な報道は

次第に疎まれ、交流のない情報はやがて組織の

硬化、閉塞を招くことになる。情報の双方向性

は、広報活動の基本であり、そのためには広報

委員会として、会員の潜在的なニーズや本会の

活動課題などを積極的に取り上げてゆく必要が

あろう。これはある意味で、研究課題の発見に

類似している。というのも研究とは見えないも

EAJNEWSNo,７０１”9.105
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要は､本会がアカデミックな団体である以上、

単なる結果の広報に留まらず、社会的にも何ら

かのインセンテイヴを与えるような問題提起が

なされて初めて本会の広報活動の存在価値があ

るということである。広報委員会の役割を拡大

解釈する積もりはないが、幸いにすぐれた研究

者の集団である本会として、よりクリエイテイ

ヴで問題提起的な広報活動があってよい筈と思

うのである。こうした観点から、現在の委員構

成は、下記のように、本会の特徴である学際的

性格を生かして、伽りのない分野から感性豊か

な問題意識のお持ちの会員に参加をお願いして

いる。今後、会員各位の広報委員会活動に対す

る一層のご理解と積極的なご参画を、重ねてお

願いする次第である。

へ
’

広報委員一覧

分野

4－（１）

1－（１）

4－（１）

5－（２）

3－（３）

5－（３）

3－（３）

2－（１）

2－（３）

5－（２）

4－（１）

4－（２）

1－（１）

太田利彦

得田与和

伊藤肇

阿部徳之助

大島柴次

菊間敏夫

小宮山宏

杉浦賢

土居範久

西松裕一

野村東太

村上周三

矢川元墓

長
事

長
員
理

員
委
当
員
員
員
員
員
員
員
員
員
員

委
副
担
委
委
委
委
委
委
委
委
委
委

‘＝熟

可

Ｉ
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のを何らかの形で見えるようにする行為とすれ

ば、研究者にとっては見えるようにする努力の

前に何もない所に何かがあるという感覚が先ず

必要である。広報活動にも同じことが言え、他

には見えないけれども何かが見えるという何ら

かの感覚、勘のよさ、感性の鋭さ、問題意識と

でも言うべきものが必要に思われる。

「火のない所に煙は立たない」というように、

遠くからでも煙が見えれば、そこに何かが燃え

ていそうなことは分かる。裏返せば「何も見え

ない所には、何があるか分からない」ことにな

る。しかし何も見えなくても、実はそこには何

もないということにはならない。遠くて見えな

い場合は勿論のこと、近くに何かがあっても全

く気のつかないこともあるからである。何かの

存在は認識論的な解釈かもしれないが、その方

法、動機を別にして何らかの形で見えることに

よって初めて確認できることになる。事象の確

認があって初めて、取るべき対応が決まるわけ

で、何かを見えるようにする努力があらゆる活

動の最も基本的な行為ということになりそうで

ある。もっとも生物学によれば、脊椎動物の脳

から出ている十二対の脳神経の内、脳の一番前

方から出ているのが膜神経、二番目が視神経と

いうことで動物は先ず喚ぐことで外界を探って

いるのだと言う。野生の動物がいち早く身の危

険を感じて逃避できる能力もこうした感覚によ

るものと考えられる。確かに「何か臭い」とい

う表現の方が何かを感知する際の動物的感覚に

近い気がする｡研究も広報も問題の所在を探る、

こうした喚覚の鋭さが要求されるように思われ

る。

幸ｖｂ
１４

広報委員会風景
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１９９９年度事業計画一訂正とお詫び

ＥＡＪＮＥＷＳＮｏ６８の９頁、右コラムに掲載さ

れております政策委員会の1999年度事業計画

に、編集上の手違いにより、抜けている部分が

ありました。以下に改めて全文を掲載し、お詫

び莞々訂正させて頂きます。

（２）政策委員会(委員長：柏木寛）

創造的で、国際的整合性を備えた国創りを推

進するため、広範かつ優れた見識を持つ、指導

的立場の人々が集っている本会に相応しい工学

領域の課題を抽出し､調査・審議を行うと共に、

適宜提言等を行う。

本委員会では、今年度は、総合科学技術会議

や学術会議等の官の枠組みの｢'-1の議論とは別

の、国でも産業界でもない、民及び国際的視点

から課題の抽出を計ると共に、前年度、中央省

庁等改革推進本部への意見をまとめた国立試験

研究機関等小委員会、並びに剛際委員会と共同

で行うＦＯＥ－ＷＧの活動を継承する予定である。

他に、前年度に検討作業を完了した科端技術基

'し１１｜［ヨ■毎画面痴冒

本計両に対する提言の関係先への配布・説明を

行い、また、参加したCAETS教育問題ＷＧ(主

査オランダ)から報告書の送付があった場合は、

必要に応じて翻訳・配布を行う。

１．独立行政法人化問題小委員会

（国立試験研究機関等小委員会を変更）

（委員長：石井吉徳）

2001年に国立試験研究機関等が独立行政法人

化されることは決定しているが、細部について

は未だ不確定な部分もあり、日本工学アカデミ

ーとしては注意深く見守っていく必要がある。

今後も必要に応じ２ケ月に1度程度委員会を開

催し、対応する予定。

２.ＦＯＢ(FrontiersofEngineering)ＷＧ
（主査：川崎雅弘）

国際委員会と協力し、米国工学アカデミーと

の共同事業である若手・中堅技術者の日米異分

野間の交流会合FrontiersofEngineeringを、明
2000年度日本国内で実施するため､準備を行う。
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◆1999年度の各地区講演会

く東北・北海道地区講演会＞

日時：1999年11月22日（月）１５：００～

場所：東北大学付属図書館工学分館

視聴覚教室

講師：会津大学副学長

池上徹彦会員

演題：新産業創出に向けての産学交流のあ

り方について

一会津大学での試みを中心として－

（仮題）

＜中部地区夏季講演会＞

去る９月14日に開催され、次号にご報告頂

くことになっております。

その後、年度内にもう２回、講演会を計

画しております。

＜関西地区講演会＞

日時：1999年11月12日（金）１８：００～

場所：大阪科学技術センター

講師：鈴鹿医療科学技術大学教授

京都大学名誉教授

筏義人 氏

演題：再生医学の最前線(仮題）

＜九州近隣地区＞

詳細については未定ですが、１１月～12月

上旬にかけて講演会を開催する予定となっ

ております。

◆日本学術会議第５部会員との懇親会

日時：1999年10月25日（月）１８：００～

場所：はあといん乃木坂４Ｆ413号室

※同日１５：００から同会館６Ｆそれいゆにて、

第111回談話サロン（情報専門部会情報技術

研究開発体制ＷＧ中間報告）もございます。

併せて御出席下さいますよう御案内申し上

げます。

◆出版物のお知らせ

下記出版物が事務局に届いております。

ご希望の方にはコピーを郵送致しますので、

事務局までご連絡下さい。

"ReportoftheWorkingPartyonEngineering

Education”byCAETS（英語，Ａ４版，２２頁）
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※いずれも参加費無料、該当地区以外の会

員のご参加も歓迎いたします。関心をお持

ちの方は、事務局までお問い合わせ下さい。

(担当志満）
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層'鱈社団法人一日本工学アカデミー広報委員会

編集後記吟

芸術の秋、スポーツの秋、読書の秋、味覚

の秋－皆様はどんな秋をお楽しみでしょうか。

ノストラダムスの予言にあった７の月が過

ぎてほっとしていたところに起こったトルコ、

ギリシャ、台湾の大地震。被災地の悲惨な様

子に胸が痛むと共に、次は身近で起こるので

はと心配になります。早速、阪神淡路大震災

後に用意しておいた持ち出し袋を再チェック。

2000年問題も考えて、水と食料を補充しまし

た。でも、災害は時と場所を選びません。オ

フイスや通勤時の対策も必要だと思います。

先日、駅の売店で「缶パン』なる物を見か

けました。プルトップ缶の中にふかふかのパ

ン。保存期間は３年で、味も数種類から選べ

ます。「乾パン」よりましだなんて、賛沢でし

ようか。


